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ら, Wilbur (2008) はアメリカのデータをもとに, 視聴者の広告に対する負
の効果によって, 視聴率の高いテレビ・ネットワークが広告時間を10％減少
すれば視聴者が約25％増加する, との推定結果を示している。また Shishi-






は, テレビ視聴は特に女性, 高所得者, 給与労働者等の幸福度に対して有意




Carare and Zentner (2012) が, アルゼンチンの 5大テレビ・ネットワークを
対象に研究を行っている。彼らは放送局間で視聴率の奪い合いが見られるも
のの, 視聴率10％の上昇のうち 3～ 5％は新しい視聴者の獲得によるもので
あると, 先行研究に比べやや大きめの推計値を提示している。
























































(３) これまでも多くの研究で, テレビ視聴者の選択行動が検討されている。 Rubin
(1983) や Rubin and Perse (1987) は, 視聴動機 (娯楽目的, 暇つぶし, 情報入手
等) と視聴パターン (視聴者の人生におけるテレビの重要性等) との関係を検討し
ている。Jaffres (1978) や Sparkes (1983) は, 多チャンネル化と視聴行動との関係
を調査した。Rust and Alpert (1984) や Rust et al. (1992) は, 個人の番組選択に関
Brynjolfsson and Milgrom (2013) は, 頻繁な技術変更や柔軟に訓練された
労働力への投資といった組織戦略間の補完性の測定について議論している。

























(４) 本稿で提示される指数は, Gentzkow (2007) の効用の交差偏微分の関数として
表わされる。第Ⅰ節の説明を参照されたい。Gentzkow (2007) は, の符号が補完
性/代替性を示していることを証明した。すなわち, の時, 選択肢のペ
アは補完的 (代替的) であることを示している。


























モデルは, Schmidt and Strauss (1975) で提案された同時ロジットモデルで
















































ケースに適用する。具体的には, 消費者は, (X財を購入する) また


















ここで, の要素の第 1 項, 第 2 項, 残りの項をそれぞれ 1 , 
, および




第 2 項, 残りの項をそれぞれ, および, の要素の第 1項, 第 2 項, 残
































従って, 交差偏微分の値を得るためには, ( 1 )式の推定において を特定
36
する必要があるが, 価格が観測できないため不可能である。すべての視聴者




















































































は条件付き確率の差分であるから, 明らかに [－1,1] の範囲の値をとる。
X財およびY財に対する需要が完全に独立な時, は 0 となる。 2 財の間
に強い補完性があり, 消費者がどちらか 1財のみ選択した場合には何の利用
















いる 2つのチャンネル (総合と教育) と, 広告料にするに依存する 5つの民













本稿では, 以上のデータから抽出した NHKと NTVとの関係についての
離散選択行動における補完性・代替性の指標について
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(５) 調査は郵政研究所 (当時) によって行われた。詳細は巻末の (付録) を参照さ
れたい。
(６) NHKの場合, テレビ受像機を設置する者は受信契約を締結しているとみなさ
れ, 強制的に受信料の支払い義務を負う。その意味で NHKは無料ではないが, 通
常の有料テレビとは異なる枠組みと捉えることが可能で, 民間放送と同様追加的支
払なしに番組を視聴できるため, ここでは推計対象に含んでいる。
(７) 視聴者年齢が 4歳以下, または属性に関する回答がないサンプルは, 分析対象
から除外した。
分析事例を紹介する。視聴者が少なくとも 1 日に 1 回 NHKを視聴した場
合を  , 視聴しなかった場合を  とする。
(８)
同様に, 視聴者が少な
くとも 1日に 1回 NTVを視聴した場合を , 視聴しなかった場合を 
とする。 外生変数 としては視聴者の属性を表す変数を採用し,
 と仮定する。具体的には, 視聴者の年齢 (	), 性別 (
), 所得
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(８) NHK地上波は, NHK総合と NHK教育 (当時) の 2 チャンネルで構成される。
以下の分析ではこれらを 1 つのチャンネルとして扱い, 視聴者が少なくとも NHK




平均 42.2 1.51 5.70 0.192
標準偏差 19.8 0.50 1.99 0.394
最大値 92 2 11 1
最小値 4 1 1 0
総視聴時間
(10分単位)
全体 NHK NTV TBS
平均 6.94 2.29 1.78 0.64
標準偏差 5.66 3.93 2.51 1.39
最大値 42 36 18 10




平均 1.54 0.46 0.23
標準偏差 2.33 1.32 0.89
最大値 18 11 16
最小値 0 0 0
表 1：各変数の基本統計量および総視聴時間







入) は, 表 1に示されている。
最尤法による推定結果を表 2に示す。パラメーターαは有意に負と推定さ
















外生変数 推計値 t値 p値
	 1.01 5.28 0.000
  0.0148 6.91 0.000
 0.445 5.61 0.000
 0.0687 3.45 0.001
 0.591 7.50 0.000

 2.36 11.1 0.000
  0.0403 18.4 0.000
 0.257 2.95 0.003
 0.00729 0.324 0.746
 0.110 1.18 0.239






















することを証明した。指標は [－1,1] の範囲の値をとり, 財が完全に補完的
である場合 1となる。需要が独立な場合は 0をとり, 完全に排他的な場合は
－1をとる。効用の交差偏微分とともに増加する。さらに指標を実証的に推
定する方法を提示し, 日本の地上波テレビ放送視聴者の選択行動分析に適用
した。本稿では, 一つの分析事例として NHKと NTVとの関係について紹
介したが, 得られた推定値と標準誤差から, NHKと NTVに対する視聴行
動が有意に代替的であるとの結果を得ることができた。
今後, 同様の分析をⅢ節で示した全放送局について行っていく予定である
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【付録：アンケート調査の概要について】








ル数が少ない (福井 2チャンネル, 富山 3チャンネル) ことによる。即ち, 民放地上
波が 5局視聴可能な東京地区と対比することによって, 両地区の視聴行動に, チャン
ネル数の多寡による何らかの影響が観察できるのではないかという問題意識に基づい
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有効世帯員数 442 321 1,125 1,283 183 264
